
目的、基本理念、国の責務等

福島復興再生基本方針の策定等、福島県知事の提案

避難解除等区域復興再生計画（第７条）

国による公共施設の工事（道路、河川等）（第８条～第１４条）、生活環境整備事
業（第１５条）

避難解除区域内での機械等の取得や被災者雇用への特例

公営住宅への入居資格の特例等

健康管理調査（第２４条～第２６条）、農林水産物等の放射能濃度の測定等の
実施の支援（第２８条）、
除染等の措置等の迅速な実施等（第２９条）、児童等について放射線による健
康上の不安を解消するための措置（第３０条）、放射線の人体への影響等に関
国民の理解の増進、教育を受ける機会の確保のための施策、医療及び福祉
サービスの確保のための施策、その他の安心して暮らすことのできる生活環境
の実現のための措置（第３２条～第３５条）

産業復興再生計画の認定、東日本大震災復興特別区域法の準用（第３６条～
第３７条）
規制や手続等の特例（福島特例通訳案内士、地域ブランド（商標、品種）の登録
料や出願料等の減免、地熱資源開発や流通機能向上に係る許認可等のワンス
トップ処理等）（第３８条～第４８条）

東日本復興特区法の課税の特例を含む復興推進計画を福島県の全ての市町
村が策定できるようにする措置等

農林水産業、中小企業の復興・再生、職業の安定、観光の振興等

重点推進計画の認定、東日本大震災復興特別区域法の準用（第５６条～第５７
条）

（独）中小企業基盤整備機構が管理する工場用地の無償譲渡（第５８条）、
研究開発の推進、企業の立地の促進等のための施策等（第５９条～第６１条）

この法律に基づく措置の費用負担（第６３条）等

施行期日（第１条）、検討（第２条）、住民基本台帳法の一部改正（第９条）等

福島復興再生特別措置法案の構成

第一章　総則　（第１条～第４条）

第二章　福島復興再生基本方針（第５条・第６条）

第三章　避難解除等区域の復興及び再生のための特別の措置（第７条～第２３条）

　第一節　　避難解除等区域復興再生計画及びこれに基づく措置（第７条～第１５条）

  第二節　課税の特例（第１６条・第１７条）

  第三節　公営住宅法の特例等（第１８条～第２３条）

第四章　放射線による健康上の不安の解消その他の安心して暮らすことのできる生活環境の実現のための措置
　　　　（第２４条～第３５条）

第五章　原子力災害からの産業の復興及び再生のための特別の措置（第３６条～第５５条）

　第一節　産業復興再生計画及びこれに基づく措置（第３６条～第４８条）

第六章　新たな産業の創出等に寄与する取組の重点的な推進（第５６条～第６１条）

第七章　原子力災害からの福島復興再生協議会（第６２条）

第八章　雑則（第６３条～第６７条）

附則　（第１条～第２２条）

  第二節　東日本大震災復興特別区域法の特例（第４９条・第５０条）

  第三節　農林水産業の復興及び再生のための施策等（第５１条～第５５条）


